
連合北海道札幌地区連合会／さっぽろ労働相談センター 

札幌圏雇用センサス  ２０１５年１０月の相談状況 

「賃金と労働時間の制度悪用からの解放を！奨学金制度による過重労働も！」 
 

１．労働相談の概況 
（１）相談件数について   

資料－１ 「２０１５年１０月 月別労働相談処理状況」 

資料－２ 「２０１５年１０月 相談者数（雇用形態・男女別、業種別）処理状況」 

資料－３ 「２０１５年 雇用形態別 相談者数・相談件数 月別集計」 

 

   相談者数は６０人、相談件数は１０８件、一人当相談件数は１．８０となりました。 

   対前月比は＋１０人・＋１５件となり、一人当相談件数は－０．０６Ｐとなっています。 

 

【相談者数・相談件数・一人当相談件数の比較】 

 相談者（人） 相談件数（件） 一人当相談件数（件） 

２０１５年１０月 ６０ １０８ １．８０ 

２０１４年１０月 ７６ １２９ １．７０ 

２０１５年 ９月 ５０ ９３ １．８６ 

 

（２）雇用形態別相談者数及び件数について 

    資料－３ 「２０１５年 雇用形態別 相談者数・相談件数 月別集計」 

 

   相談者数６０人の内訳は、社員３６人、期限付雇用契約者（契約・パート・臨時・嘱託・季

節・派遣）１９人、不明５人となっており、男女比では男性３６人・女性２４人となっていま

す。 

   相談件数１０８件の内訳は、社員６６件、期限付雇用契約者（契約・パート・臨時・嘱託・

季節・派遣）３２件、不明１０件となっており、男女比では男性６５件・女性４３件となって

います。 

 

【雇用形態別 相談者数（人）】 

 社員 契約 パート 臨時 嘱託 季節 派遣 不明 合計 

男 ２２ ２ ０ ５ ０ ０ ２ ５ ３６

女 １４ １ ６ １ ０ ０ ２ ０ ２４

計 ３６ ３ ６ ６ ０ ０ ４ ５ ６０

 

【雇用形態別 相談件数（件）】 

 社員 契約 パート 臨時 嘱託 季節 派遣 不明 合計 

男 ４１ ４ ０ ８ ０ ０ ２ １０ ６５

女 ２５ １ １１ ２ ０ ０ ４ ０ ４３

計 ６６ ５ １１ １０ ０ ０ ６ １０ １０８

 

   相談者数を男女比でみた場合男性が多数であり、雇用形態別にみると男性は社員に、女性は

社員と期限付雇用契約者に分散しています。また相談件数をみると男性は社員、女性は社員と

パートに件数が集中しています。 



（３）業種別相談状況について 

    資料－４ 「２０１５年 業種別 相談者数・相談件数 月別集計」 

 

   業種別相談状況による相談者数と相談件数の分布は次のとおりです。 

 

「医療福祉・医薬品業」 １６人  相談件数３２件 

「卸・小売業・飲食店」 １０人     同１５件 

「教育・学校」      ４人     同 ８件 

「その他サービス業」   ４人     同 ７件 

「労働者派遣業」     ４人     同 ６件 

「陸運・倉庫業」     ３人     同 ９件 

「製造業」        ３人     同 ５件 

「商品斡旋・リース業」  ３人     同 ５件 

「ビル管理業」      ２人     同 ３件 

「金融保険・不動産業」  １人     同 ２件 

「交通業」        １人     同 ２件 

「建設・設計・重機業」  １人     同 １件 

「通信・報道・ＩＴ業」  １人     同 １件 

「会計行政法律事務所」  １人     同 １件 

「分類不能」       ６人     同１１件 

 

   相談者数は、「医療福祉・医薬品業」「卸・小売業・飲食店」に相談者が集中しています。 

   相談件数は、「医療福祉・医薬品業」が多く、「卸・小売業・飲食店」「教育・学校」「その他

サービス業」「労働者派遣業」と続いています。 

 

（４）相談内容について 

    資料－５ 「２０１５年 主要相談項目別 相談者数 月別集計」 

    資料－６ 「２０１５年 相談項目別 相談件数 月別集計」 

    資料－７ 「２０１５年１０月 相談件数（雇用形態・相談項目別）」 

 

   賃金関係の相談は、「不払い残業・割増賃金」に集中しています。 

労働時間関係では、多くが「年次有給休暇」となっており、雇用関係では、「解雇・退職強要・

契約打切」に集中しています。 

 

① 相談項目別の相談者数と相談件数の分布は次のとおりです。 

    労働組合関係           １人    １件 

労働契約関係           ５人    ８件 

賃金関係            ２０人   ３５件 

労働時間関係          １３人   ２１件 

雇用関係             ８人    ９件 

退職関係             ２人    ５件 

保険・税関係           １人    ７件 

安全衛生             １人    ２件 

差別など             ４人    ９件 

経営問題・労務管理        ５人   １１件 

 

 



  ② 相談内容と雇用形態の内容を検証すると次のとおり分布されます。 

 

 社員 契約 パート 臨時 嘱託 季節 派遣 不明 合計 

男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女

組合 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0

契約 1 1 1 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0 1 2 0 4 4

賃金 18 4 1 0 0 2 4 0 0 0 0 0 2 2 2 0 27 8

時間 12 3 1 0 0 1 1 1 0 0 0 0 0 0 2 0 16 5

雇用 2 1 1 1 0 1 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 6 3

退職 2 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 2 3

保険 2 0 0 0 0 3 0 0 0 0 0 0 0 0 2 0 4 3

安全 0 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2

差別 3 5 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3 6

経営 0 7 0 0 0 1 0 1 0 0 0 0 0 0 2 0 2 9

 計 41 25 4 1 0 11 8 2 0 0 0 0 2 4 10 0 65 43

 

   「社員」の抱える相談項目が６６件と相談件数全体の６１．１％を占めています。 

   「期限付雇用契約者（契約・パート・臨時・嘱託・季節・派遣）」は３２件で相談件数全体

の２９．６％を占めています。 

男性・女性ともに「社員」の割合が高くなり、女性は「パート」の割合も高くなっていま

す。 

 

（５）違法件数について 

    資料－８ 「２０１５年 相談項目別 違法件数 月別集計」 

    資料－９ 「２０１５年 相談項目別 違法率 月別集計」 

 

    ６０人から寄せられた１０８件の相談中、違法と判断される項目は５５件となっています。 

    ５０．９％が違法という状況です。５５件の主な内訳は次のとおりです。 

 

【項目別違法件数の分布】 

項  目 違法件数 違法率 全相談件数 

労動組合関係 ０件 ０．０％ ４件 

労動契約関係 ５件 ６２．５％ ９件 

賃金関係 ２１件 ６０．０％ ２６件 

労動時間関係 ８件 ３８．１％ １７件 

雇用関係 ５件 ５５．６％ １２件 

退職関係  １件 ２０．０％ ６件 

保険・税 ４件 ５７．１％ １１件 

安全衛生 １件 ５０．０％ ４件 

差別 ４件 ４４．４％ ８件 

経営問題・労務管理 ６件  ５４．５％ ８件 

総 数 ５５件 ５０．９％ １０８件 

※「全相談件数の総計件」はこの表の合計ではなく相談件数の総計です。 



２．雇用情勢について 

 

   １０月の相談状況は、相談者数・相談件数は共に対前年を下回りました。一人当たりの相談

件数は１．８０件となっており、対前年は上回り、対前月は下回りました。 

   正社員男性からの相談が最も多く、相談内容は「賃金関係（不払い残業・割増賃金）」「労働

時間関係（年次有給休暇）」に集中しました。男女比では男性は社員に、女性は社員及び期限

付雇用契約者（パート・臨時）に相談者が集中しています。 

 違法率は５０．９％となっており、その内訳では賃金関係・労働時間関係の項目に加え労働

契約関係・雇用関係の項目で違法率が高くなっており、職場における労働者の基本的な権利が

危ぶまれる極めて厳しい状況にあることが読み取れます。 

 

 業種別相談状況に見る、相談者数・相談件数が集中する「医療福祉・医薬品業」の現場とな

る、病院・訪問看護ステーション・特別養護老人ホームなどの介護保険施設では、従事する看

護師の数が急増しています。人口の高齢化に伴い、訪問看護や介護など需要が伸びる施設どう

しが看護師を取り合っている構図にあり、現場はなお慢性的な看護師不足が続いています。 

慢性的な人員不足により、正常な勤務体制の確保は厳しく、当然労働者は過酷な労働条件下に

おかれ、あらゆるハラスメントに耐えがたく、職場を辞めることでしか解決できない状況にな

っています。 

 一方、雇用情勢は小幅改善するも、求職者の希望と条件に隔たりがあることから、雇用のミ

スマッチは解消しておらず、正社員を希望しても見つからない、求人が多い実感はなく、賃上

げや正社員化などの処遇改善が求められています。その背景には、非正社員の割合が初めて４

割に達するなど、人件費を抑えたい企業が非正社員で労働力を補っている実態が浮き彫りとな

っています。 

 

「卸・小売業・飲食店」などでは、学生が学業に支障をきたすほどの労働を強いられ、労働

法規（ワークルール）に触れる違法なアルバイト「ブラックバイト」も横行しています。具体

の事例では、「採用時に合意した以上のシフトを入れられた」「一方的に急なシフト変更を命じ

られた」など勤務シフトに関するトラブルや、「事前に示された時給と違う」「有給休暇を取る

ことができない」「遅刻したら罰金。夜中まで働かされて残業代も出ない」など、違法性の高

い事例も多く存在するなど、学生アルバイトの半数近くで、勤務シフトや賃金をめぐるトラブ

ルが起きています。 

こうした背景には、職場において重要な就業規則を軽んじる傾向と、使用者の法令違反及び

ずさんな労務管理により、弱い立場の労働者が我慢と自己解決を強いられ、労働者間が競争・

分断せざるを得ない状況が作り出されている実態があります。 

また、「ブラックバイト」と同様に、多くの学生が利用する有利子の奨学金制度が若者を苦

しめています。若者が自ら学ぶために得た奨学金で、自らの将来が展望できなくなるような現

状は早急に是正しなければなりません。給付型奨学金制度の導入・拡充が求められています。 

 解決への道は、働く仲間が集まって労働組合をつくり、誰もが働きやすい職場環境をつくる

こと、そして風通しの良い健全な労使関係を再構築することです。 

 

 


